
佐野市脱炭素経営推進事業者支援補助金交付要綱

（令和６年５月３１日佐野市告示第１９３号）

（趣旨）

第１条 本市における温室効果ガスの排出量の削減及び産業競争力の強化を

図るため、事業者等が実施する脱炭素経営に係る取組に対し、市が予算の

範囲内で交付する脱炭素経営推進事業者支援補助金（以下「補助金」とい

う。）については、佐野市補助金等交付規則（平成１７年佐野市規則第６

０号）に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。

(１) 事業者等 市内に事業所等を有する法人又は個人事業者（事業を行

う個人をいう。以下同じ。）をいう。

(２) 事業所等 事業の用に供する建築物であって、市の区域内に存する

事業所、事務所、店舗、工場等をいう。

(３) 脱炭素経営 事業活動における温室効果ガスの排出量の削減に取り

組むことを通じて、取引の継続、新規顧客の獲得、自社製品の付加価

値の向上等を図り、もって経営リスクを低減するとともに成長の機会

としていく視点を持った企業経営をいう。

(４) 認定支援機関 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）

第３１条第２項に規定する認定経営革新等支援機関をいう。

(５) コンサルタント 脱炭素経営について専門的な知識を有する法人又

は個人事業者をいう。

(６) 省エネ診断 事業所等のエネルギーの使用状況及び設備の運転状況

を調査し、その調査結果に基づき、効果的な省エネルギー対策を提案

するものをいう。

(７) ＳＢＴ パリ協定（平成２８年条約第１６号）で定める長期的な気

温に関する目標（世界全体の平均気温の上昇を工業化以前よりも摂氏

２度高い水準を十分に下回るものに抑えるとともに、摂氏１.５度高

い水準までのものに制限することをいう。）と整合した、企業が設定

する温室効果ガス排出削減目標をいう。



（補助対象者）

第３条 補助金の交付の対象者となる者は、補助対象事業（次条に規定する

補助対象事業をいう。以下この条において同じ。）を実施する事業者等で

あって、次の各号のいずれにも該当する者とする。

(１) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）に基づく営業の許可又は届出を要する事業を行う者で

ないこと。

(２) 特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号）に規定する訪

問販売、電話勧誘販売、連鎖販売取引その他これらに類する方法によ

り物品の販売、役務の提供その他の行為を行う者でないこと。

(３) 法人にあっては暴力団（佐野市暴力団排除条例（平成２３年佐野市

条例第１６号）第２条第１項に規定する暴力団をいう。）でないこと、

個人事業者にあっては暴力団員等（同条第５項に規定する暴力団員等

をいう。）でないこと。

(４) 宗教活動又は政治活動を目的とする事業を行う者でないこと。

(５) 佐野市税条例（平成１７年佐野市条例第６３号）、佐野市都市計画

税条例（平成１７年佐野市条例第６４号）又は佐野市国民健康保険税

条例（平成１７年佐野市条例第６５号）の規定により課された全ての

市税に滞納がないこと。

(６) 補助対象事業に係る事業所等を第三者が所有する場合は、補助対象

事業の実施について当該者の同意を得ていること。

(７) 前各号に掲げるもののほか、公序良俗に反すると認められる事業を

行う者でないこと。

（補助対象事業）

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、認定支援機関又はコンサルタントが実施する事業で、次の各号に掲げ

るものとし、その内容は、当該各号に定めるものとする。

(１) 現状把握及び分析に係る事業 事業所等の温室効果ガスの排出量の

算定、省エネ診断その他エネルギー利用の最適化に向けた各種相談及

び診断並びに分析に係る事業

(２) 計画策定事業 脱炭素経営に関する計画策定に係る事業



(３) ＳＢＴ認定申請事業 ＳＢＴの認定申請に係る事業

(４) 理解促進事業 事業所等の役員又は従業員を対象とした脱炭素経営

の理解を深めるための啓発又は研修の実施に係る事業

（補助対象経費）

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、補助対象事業の実施に要する費用であって、次の各号に掲げる費用と

する。ただし、市長が補助対象経費として適当でないと認める費用は除く

ものとする。

(１) 前条各号に掲げる事業に係る委託費

(２) 前条第１号及び第２号に掲げる事業に係る調査費

(３) 前条第３号に掲げる事業に係る申請費

(４) 前条第４号に掲げる事業に係る講師等への謝金及び旅費

（補助金の額等）

第６条 補助金の額は、別表の左欄に掲げる補助対象事業の区分に応じ、補

助対象経費にそれぞれ同表の中欄に掲げる補助率を乗じて得た額（その額

に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とし、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる額を限度とする。

（交付の申請）

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、脱炭素経営推進事業者支援補

助金交付申請書に、次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければなら

ない。

(１) 事業計画書

(２) 補助対象事業の実施に要する費用の見積書及び明細書の写し

(３) 誓約書兼同意書

(４) 登記事項証明書、開業等の届出書又は事業者等の身分を証する書類

の写し

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類

２ 前項の規定による申請は、補助対象事業の区分につき１回に限るものと

する。ただし、第４条第１号及び第４号に掲げる事業については、一の事

業所等につき１回の申請をすることができる。

（交付の決定）



第８条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、速やかに、その内容

を審査し、補助金を交付することと決定したときは脱炭素経営推進事業者

支援補助金交付決定通知書（以下「交付決定通知書」という。）により、

補助金を交付しないことと決定したときは脱炭素経営推進事業者支援補助

金交付申請棄却通知書により申請者に通知する。

（申請内容の変更等）

第９条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助対象者」という。）

は、補助金の交付の申請の内容を変更しようとするときは、脱炭素経営推

進事業者支援補助金交付変更申請書に変更する内容を証する書類を添えて

市長に申請し、その承認を受けなければならない。

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、速やかに、その内容を審

査し、申請の内容の変更について、承認する場合において、補助金の額に

変更があるときは脱炭素経営推進事業者支援補助金交付変更決定通知書

（以下「交付変更決定通知書」という。）により、補助金の額に変更がな

いときは脱炭素経営推進事業者支援補助金内容変更承認決定通知書（以下

「内容変更承認決定通知書」という。）により、承認しないときは脱炭素

経営推進事業者支援補助金内容変更不承認通知書により申請者に通知する。

３ 補助対象者は、補助対象事業を取りやめようとするときは、脱炭素経営

推進事業中止届出書に交付決定通知書（前項の規定により変更の承認を受

けた者は、交付決定通知書及び交付変更決定通知書又は内容変更承認決定

通知書）を添えて、市長に届け出なければならない。

４ 市長は、前項の届出書の提出があったときは、補助金の交付の決定を取

り消すことができる。

（実績の報告）

第１０条 補助対象者は、補助対象事業が完了したときは、速やかに、脱炭

素経営推進事業実績報告書に次に掲げる書類を添えて、市長に報告しなけ

ればならない。

(１) 事業報告書

(２) 補助対象事業に係る領収書等の写し

(３) 補助対象事業に係る報告書、成果物その他の補助対象事業を実施し

たことが分かる資料の写し



(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類

（補助金の額の確定）

第１１条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、速やかに、そ

の内容を審査し、補助金の交付の決定の内容に適合するときは、補助金の

額を確定し、脱炭素経営推進事業者支援補助金額確定通知書により補助対

象者に通知する。

２ 市長は、前項の審査について、必要があると認めるときは、当該補助対

象者に対し帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を求め、又は関係者

に対して質問をするため現地確認をすることができる。

（交付の請求）

第１２条 前条の規定による通知を受けた補助対象者は、補助金の交付を受

けようとするときは、脱炭素経営推進事業者支援補助金交付請求書に交付

決定通知書（第９条第２項の規定により補助金の額の変更の承認を受けた

者は、交付決定通知書及び交付変更決定通知書）の写しを添えて、市長に

請求しなければならない。

２ 前項の規定による請求は、第７条の規定による申請をした日の属する年

度の末日までに行わなければならない。

（補助金の交付）

第１３条 市長は、前条の規定により補助金の交付の請求を受けたときは、

速やかに、当該補助対象者の指定する金融機関の口座に補助金を振り込む

ものとする。

（決定の取消し）

第１４条 市長は、補助対象者が偽りその他不正の手段により第８条の規定

による補助金の交付の決定を受けたと認めるときは、当該決定の全部又は

一部を取り消すことができる。

（補助金の返還）

第１５条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消したとき

は、期限を定めて、当該補助金の全部又は一部を返還させるものとする。

（市への協力）

第１６条 市長は、補助対象者に対し、市が進める気候変動対策に関する取

組等について協力を求めることができる。



（書類の様式）

第１７条 この告示の規定により必要とする書類の様式は、市長が別に定め

る。

（その他）

第１８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。

附 則

この告示は、令和６年６月１日から施行する。

別表（第６条関係）

補助対象事業 補助率 補助限度額

現状把握及び分析に係る事業 ２分の１ ２０万円

計画策定事業 ３分の２ ３０万円

ＳＢＴ認定申請事業 ３分の２ １０万円

理解促進事業 ２分の１ ５万円


